
議案第２１号

　（総則）
第１条　令和５年度大刀洗町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
　（１）年間有収水量 m3
　（２）主要な建設改良事業

①下水道施設整備事業　８２，１０９，０００円 ②流域下水道建設負担金　２６，７７８，０００円

　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　下水道事業収益 ７３５，４０７ 千円 　第２款　下水道事業費用 ７３５，３２９ 千円
　　第１項　営業収益 ２６４，１０２ 千円 　　第１項　営業費用 ６２６，１６５ 千円
　　第２項　営業外収益 ４７１，３０３ 千円 　　第２項　営業外費用 ７６，８４８ 千円
　　第３項　特別利益 ２ 千円 　　第３項　特別損失 ３２，２１６ 千円

　　第４項　予備費 １００ 千円

　（資本的収入及び支出）

　第３款　資本的収入 ２９８，０１４ 千円 　第４款　資本的支出 ４６２，２４１ 千円
　　第１項　企業債 ４８，０００ 千円 　　第１項　建設改良費 １１０，８８７ 千円
　　第２項　補助金 ２５，５５０ 千円 　　第２項　借入金償還金 ３５１，３５４ 千円
　　第３項　負担金 ２２４，３６１ 千円
　　第４項　分担金 １０３ 千円

令和５年度大刀洗町下水道事業会計予算

１，４４９，４７４

収　　入 支　　出

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりとする。（資本的収入が資本的支出に対して不足する額
１６４，２２７千円は、引継現金２１，５１４千円、当年度分損益勘定留保資金１２７，８２８千円及び当年度
利益剰余金処分額１４，８８５千円で補填するものとする。）

収　　入 支　　出
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　（特例的収入及び支出）

　（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　（１）　営業費用及び営業外費用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　（１）  　職員給与費 千円

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当年度に属する債権及び債務として整理する未
収金及び未払金の金額は、それぞれ３８，１４８千円及び６７，９２２千円である。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法
千円

第８条　次に掲げる経費について、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を
その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

１９，９１８

下水道事業債
（流域下水道）

25,700

下水道事業債
（農業集落排水）

22,300

合計 48,000

証書借入

５．０％以内
　（ただし、利
率見直し方式で
借り入れる政府
資金及び地方公
共団体金融機構
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率）

　政府資金または地方公共
団体金融機構資金について
はその貸付条件による。
　その他の資金については
貸付先と協議して定める。
　ただし、財政等の都合に
より、据置期間又は償還期
限を短縮し、もしくは繰上
償還又は低利債に借換える
ことができる。
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　（他会計からの補助金）
第９条　下水道事業会計助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１０９，８９１千円である。

　（利益剰余金の処分）
第１０条　当年度利益剰余金のうち、１４，８８５千円は、次のとおり処分するものと定める。
　（１） 　建設改良費に充当

　大刀洗町長　中　山　　哲　志
令和５年３月３日提出
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令和５年度

大刀洗町下水道事業会計予算書



　



予算に関する説明書





１．収益的収入及び支出（税込）

収　入 （単位：千円）

予定額

1 下水道事業 735,407

収益

1 営業収益 264,102

1 下水道使用 263,958

料

4 その他営業 144

収益

2 営業外収益 471,303

2 他会計補助 106,691

金

3 他会計負担 183,052

金

5 長期前受金 181,559

戻入

9 雑収益 1

3 特別利益 2

2 過年度損益 2

修正益

令和５年度　大刀洗町下水道事業会計予算実施計画書

款 項 目 備考
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支　出 （単位：千円）

予定額

2 下水道事業 735,329

費用

1 営業費用 626,165

1 管渠費 55,078

2 処理場費 22,172

3 業務費 4,684

4 総係費 38,640

5 流域下水道 196,204

維持管理負

担金

6 減価償却費 309,387

2 営業外費用 76,848

1 支払利息 54,656

2 消費税及び 22,192

地方消費税

3 特別損失 32,216

4 過年度損益 600

修正損

5 その他特別 31,616

損失

4 予備費 100

1 予備費 100

款 項 目 備考
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２．資本的収入及び支出（税込）

収　入 （単位：千円）

予定額

3 資本的収入 298,014

1 企業債 48,000

1 建設改良企 48,000

業債

3 補助金 25,550

2 県補助金 22,350

3 他会計補助 3,200

金

4 負担金 224,361

1 他会計負担 222,955

金

2 受益者負担 1,406

金

5 分担金 103

1 受益者分担 103

金

款 項 目 備考
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支　出 （単位：千円）

予定額

4 資本的支出 462,241

1 建設改良費 110,887

1 管渠建設改 34,721

良費

2 処理場建設 47,388

改良費

3 流域下水道 26,778

建設負担金

4 固定資産購 2,000

入費

2 借入金償還 351,354

金

1 建設改良企 351,354

業債償還金

款 項 目 備考

- 4 -



(
令

和
５

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
６

年
３

月
３

１
日

ま
で

：
間

接
法

に
よ

り
作

成
）

（
単

位
：

円
）

１
．

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー

当
期

純
利

益
1
4
,
8
8
5
,
0
0
0
円

減
価

償
却

費
3
0
9
,
3
8
7
,
0
0
0
円

貸
倒

引
当

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
2
0
,
4
4
1
,
1
5
2
円

そ
の

他
引

当
金

の
増

減
額

（
△

は
減

少
）

1
,
5
3
6
,
0
0
0
円

長
期

前
受

金
戻

入
額

△
 
1
8
1
,
5
5
9
,
0
0
0
円

支
払

利
息

及
び

企
業

債
取

扱
諸

費
5
4
,
6
5
6
,
0
0
0
円

未
収

金
の

増
減

額
（

△
は

増
加

）
△

 
6
,
5
1
1
,
0
5
2
円

未
払

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
△

 
4
,
4
0
1
,
4
6
5
円

小
計

2
0
8
,
4
3
3
,
6
3
5
円

利
息

及
び

企
業

債
取

扱
諸

費
の

支
払

額
△

 
5
4
,
6
5
6
,
0
0
0
円

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー
1
5
3
,
7
7
7
,
6
3
5
円

２
．

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
 
7
6
,
8
6
4
,
0
0
0
円

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
 
2
4
,
3
4
4
,
0
0
0
円

国
庫

補
助

金
等

に
よ

る
収

入
2
0
,
3
1
8
,
0
0
0
円

他
会

計
か

ら
の

補
助

金
に

よ
る

収
入

2
,
9
0
9
,
0
0
0
円

負
担

金
等

に
よ

る
収

入
2
0
4
,
0
5
9
,
0
0
0
円

投
資

活
動

に
よ

る
未

収
金

の
増

減
額

（
△

は
増

加
）

3
,
3
5
7
,
9
9
3
円

投
資

活
動

に
よ

る
未

払
金

の
増

減
額

（
△

は
減

少
）

△
 
1
3
,
4
4
8
,
4
8
0
円

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー
1
1
5
,
9
8
7
,
5
1
3
円

３
．

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー

建
設

改
良

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

に
よ

る
収

入
4
8
,
0
0
0
,
0
0
0
円

建
設

改
良

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

の
償

還
に

よ
る

支
出

△
 
3
5
1
,
3
5
4
,
0
0
0
円

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー
△

 
3
0
3
,
3
5
4
,
0
0
0
円

　
　

資
金

増
加

額
（

又
は

減
少

額
）

△
 
3
3
,
5
8
8
,
8
5
2
円

　
　

資
金

期
首

残
高

5
6
,
0
2
6
,
7
2
0
円

　
　

資
金

期
末

残
高

2
2
,
4
3
7
,
8
6
8
円

令
和

５
年
度
大
刀
洗
町
下
水
道
事
業
会
計

予
定

キ
ャ

ッ
シ

ュ
フ

ロ
ー

計
算

書

-
 
5
 
-



１．一般職

（１）総括 前年度は企業会計移行前のため該当無し　 （単位：千円）
職員数
（人） 報　酬 給　料 職員手当 計

本年度 4 1,714 9,584 6,800 18,098 2,855 20,953

前年度

比   較 4 1,714 9,584 6,800 18,098 2,855 20,953

（単位：千円）

本年度 438 221 0 0 0 0 5,326 815 0 0 0

前年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比   較 438 221 0 0 0 0 5,326 815 0 0 0

ア　会計年度任用職員以外の職員 前年度は企業会計移行前のため該当無し　 （単位：千円）
職員数
（人） 報　酬 給　料 職員手当 計

本年度 3 0 9,584 6,578 16,162 2,560 18,722

前年度

比   較 3 0 9,584 6,578 16,162 2,560 18,722

（単位：千円）

本年度 438 221 0 0 0 0 5,104 815 0 0 0

前年度

比   較 438 221 0 0 0 0 5,104 815 0 0 0

※期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む

給　　与　　費

給　　与　　費

区分 福利厚生費 合　計 備　　　考

職員手当
の内訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 地域手当 管理職手当
管理職員特
別勤務手当

期末・勤勉
手　当

時間外勤務
手　当

特殊勤務
手　当

児童手当
教職員手当

相当額

区分 福利厚生費 合　計 備　　　考

職員手当
の内訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 地域手当 管理職手当
管理職員特
別勤務手当

期末・勤勉
手　当

時間外勤務
手　当

特殊勤務
手　当

児童手当
教職員手当

相当額
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イ　会計年度任用職員 前年度は企業会計移行前のため該当無し　 （単位：千円）
職員数
（人） 報　酬 給　料 職員手当 計

本年度 1 1,714 0 222 1,936 295 2,231

前年度

比   較 1 1,714 0 222 1,936 295 2,231

（単位：千円）

本年度 0 0 222 0 0 0

前年度

比   較 0 0 222 0 0 0

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

区　　分 増減額

給与改定に伴う増減分 0

その他の増減分 1,714 企業会計移行によるもの

給与改定に伴う増減分 0

昇給に伴う増減分 0 定期昇給

その他の増減分 9,584 企業会計移行によるもの

制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 6,800

給　　与　　費

増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　　　　考

企業会計移行によるもの

区分 福利厚生費 合　計 備　　　考

職員手当
の内訳

区　分 通勤手当 地域手当 期末手当
時間外勤務

手　当
特殊勤務
手　当

教職員手当
相当額

報　　酬 1,714

給　　料 9,584

職員手当 6,800
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（３）給料及び職員手当の状況 前年度は企業会計移行前のため該当無し　

　ア．職員一人当たりの給与
技能労務職

平均給料月額（円）
平均給与月額（円）
平均年齢
平均給料月額（円）
平均給与月額（円）
平均年齢

　イ．初任給

技能労務職（円）
高校卒
大学卒

　ウ．級別職員数

級 職員数(人) 構成率(%) 級 職員数(人) 構成率(%) （級別の標準的な職務内容）
6 0.0% 6 6 理事
5 0.0% 5 5 課長・企画監
4 1 33.4% 4 4 係長・主任主査
3 1 33.3% 3 3 主査
2 0.0% 2 2 主任主事
1 1 33.3% 1 1 主事
計 3 100.0% 計
6 6
5 5
4 4
3 3
2 2
1 1
計 0 0.0% 計

区　　　　　　分 一般行政職
266,222
284,527
33.0 

国　の　制　度
一般行政職（円）

158,900 154,600
185,200 185,200

一般行政職 技能労務職

令和５年４月１日現在

令和４年４月１日現在

区　分 一般行政職（円） 技能労務職（円）

区      分

令和５年４月１日現在

令和４年４月１日現在
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　エ．昇給

一般行政職 技能労務職

職　員　数 （Ａ）　 （人） 3 3

昇給に係る職員数 （Ｂ） 　（人） 2 2

２号給（人）

４号給（人） 2 2

６号給（人）

８号給（人）

１号給（人）

比率　(B)/(A) （％） 66.7 66.7 

職　員　数 （Ａ）　 （人）

昇給に係る職員数 （Ｂ） 　（人）

２号給（人）

４号給（人）

６号給（人）

８号給（人）

１号給（人）

比率　(B)/(A) （％）

　オ．期末手当・勤勉手当

支給率計

期末（６月） 勤勉（６月） 期末（１２月）勤勉（１２月） 　　　（月分）

本 年 度 1.200 1.000 1.200 1.000 4.400

前 年 度

国の制度 同 同 同 同 同

代表的な職種

支給期別支給率（月分）

有

有

区　　　　分 合　計

号給数別内訳

号給数別内訳

区分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考

本　

年　

度

前　

年　

度
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カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者２５年勤続の者３５年勤続の者最　高　限　度

　　（月分） 　　（月分） 　　（月分） 　　（月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709

キ．地域手当

大刀洗町

0

0

0

ク．その他の手当

区　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 退職手当組合加入

定年前早期退職特例措置（2～45％加算）

支給対象地域

支　給　率（％）

支給対象職員数（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

国の制度との異同 差異の内容

同

同

同

区    分 その他の加算措置等 備　　　考
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Ⅰ．

１

２

３

予算説明書に関する注記

重要な会計方針

たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　　先入先出法による原価法

固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法　　定額法による。

・主な耐用年数

建物　　　　　　　　　　　　　８～２３年

構築物　　　　　　　　　　　　３～４９年

機械及び装置　　　　　　　　　２～３５年

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法　　定額法による。

（３）リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

引当金

（１）退職給付引当金

　本町は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計と
の取り決めにより、一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加負担は全額一般会計において措置することとなっているた
め、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　令和５年度より、大刀洗町下水道事業に地方公営企業法の財務規定等を適用し、地方公営企業会計へ移行したため、地方公営企業
会計基準を適用して財務諸表等を作成している。

- 13 -



（４）貸倒引当金

４

Ⅱ．

Ⅲ．

１

２

３

（２）賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３
月までの４か月分）を計上している。

（３）法定福利費引当金

　職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負担に属する
額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定キャッシュ・フロー計算書等関連

重要な非資金取引

該当する取引は無い。

予定貸借対照表等関連

担保に供している資産等

該当する資産は無い。

企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負
担すると見込まれる額は２，１１４，３７３千円である。

重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

該当事項は無い。
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Ⅳ．

１

２

セグメント情報の開示

　報告セグメントの概要

　大刀洗町下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、公
共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理

農業集落排水事業 農村地区における、し尿・生活雑排水等の処理

　報告セグメントごとの営業収益等

当年度（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 220,593 19,507 240,100

営業費用 524,923 75,030 599,953

営業損益 △ 304,330 △ 55,523 △ 359,853

経常損益 33,316 13,729 47,045

セグメント資産 7,398,399 960,482 8,358,881

セグメント負債 7,270,554 925,221 8,195,775

その他の項目

  他会計繰入金 238,565 51,178 289,743

  減価償却費 272,533 36,854 309,387

  特別利益 2 0 2

  特別損失 30,850 1,312 32,162

  有形固定資産及 
  び無形固定資産
  の増加額

△ 297,546 8,227 △ 289,319
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Ⅳ． 重要な後発事象

当該事象は無い。
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１　収益的収入及び支出（税込）

収　入 （単位：千円）

金額

1 下水道事業 735,407

収益

1 営業収益 264,102

1 下水道使用 263,958 1 下水道使用 263,958 公共下水道使用料、農業集落排水使用料等

料 料

4 その他営業 144 1 手数料 61 督促手数料、排水設備責任技術者登録手数料等

収益

3 雑収益 83 他市町村維持管理負担金等

2 営業外収益 471,303

2 他会計補助 106,691 1 他会計補助 106,691 一般会計繰入金

金 金

3 他会計負担 183,052 1 他会計負担 183,052 一般会計繰入金

金 金

5 長期前受金 181,559 1 長期前受受 6,887

戻入 益者負担金

戻入

3 長期前受国 73,332

庫補助金戻

入

令和５年度　大刀洗町下水道事業会計予算事項別明細書

節

区分
款　項　目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説　　　　明
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金額

4 長期前受県 3,455

補助金戻入

5 長期前受他 44,448

会計補助金

戻入

6 長期前受他 50,328

会計負担金

戻入

8 長期前受受 3,109

贈財産評価

額戻入

9 雑収益 1 3 その他雑収 1 消費税及び地方消費税還付金還付加算

益

3 特別利益 2

2 過年度損益 2 1 過年度損益 2 流域下水道維持管理負担金還付金、消費税及び

修正益 修正益 地方消費税還付金

節

区分
款　項　目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説　　　　明
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支　出 （単位：千円）

金額

2 下水道事業 735,329

費用

1 営業費用 626,165

1 管渠費 55,078 10 燃料費 30 発電機

13 光熱水費 8,516 マンホールポンプ場電気料

14 修繕費 14,562 マンホールポンプ場等修繕費、マンホールポンプ

オーバーホール

16 通信運搬費 657 マンホールポンプ場通信費

18 保険料 186 賠償責任保険料、全国自治協会町有建物災害共済

保険料

19 委託料 27,895 マンホールポンプ場維持管理業務、下水道台帳データ

ベース作成業務、施設点検業務、公共下水道雨天時

浸入水調査業務、計画停電用MP場維持管理業務、

マンホールポンプ場災害対応（発電機設置等）業務等

20 使用料及び 232 物件賃借料、計画停電用発電機等リース代

賃借料

21 工事請負費 3,000 補修工事等

2 処理場費 22,172 10 燃料費 78 水処理センター非常用発電機燃料費

13 光熱水費 3,865 水処理センター電気料

14 修繕費 5,170 水処理センター修繕費

16 通信運搬費 96 水処理センター通信費

節

区分
款　項　目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説　　　　明
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金額

18 保険料 77 賠償責任保険料、全国自治協会町有建物災害共済

保険料

19 委託料 12,886 水処理センター維持管理業務、水処理センター汚泥引

抜運搬処理業務、水処理センター電気工作物保安管理

業務、水処理センター植木等管理業務等

3 業務費 4,684 9 備消品費 2,063 量水器設置費

16 通信運搬費 1,328 使用料郵便料

17 手数料 778 口座振替手数料、コンビニ収納手数料

19 委託料 515 上水道使用量リスト作成業務、地下水流量メーター

検針業務

4 総係費 38,640 1 報酬 1,714 補助的会計年度任用職員1人

2 給料 9,584 職員給料3人

3 手当 4,229 扶養手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末勤勉手当

、補助的会計年度任用職員期末手当1人

4 法定福利費 2,855 共済組合負担金、地方公務員災害補償基金負担金、

補助的会計年度任用職員社会保険1人、補助的会計年

度任用職員共済組合負担金1人

5 退職給付費 1,150 退職手当組合負担金

8 旅費 247 職員研修費、普通旅費、補助的会計年度任用職員通勤

費用弁償1人、町村下水道推進協議会大会旅費

9 備消品費 65 消耗品及び研修資料

10 燃料費 107 公用車

12 印刷製本費 96 窓開き封筒、返信用封筒

節

区分
款　項　目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説　　　　明
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金額

14 修繕費 41 公用車車検費用

17 手数料 17 予防接種

18 保険料 37 車両自賠責・任意保険料

19 委託料 8,961 境界復元用地測量業務、経営戦略策定業務

20 使用料及び 905 公営企業会計システム使用保守料、駐車場使用料

賃借料

25 負担金 1,359 日本下水道協会等会費負担金、福岡県土地改良事業

団体連合会特別賦課金

28 公課費 8 公用車重量税

31 賞与引当金 1,536 期末勤勉手当引当金、法定福利費引当金

繰入額

34 貸倒引当金 5,729 現年度下水道使用料貸倒引当金

繰入額

5 流域下水道 196,204 25 負担金 196,204 筑後川中流右岸流域終末処理場維持管理負担金

維持管理負

担金

6 減価償却費 309,387 1 有形固定資 284,195 構築物、機械及び装置

産減価償却

費

2 無形固定資 25,192 流域下水道施設利用権

産減価償却

費

節

区分
款　項　目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説　　　　明
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金額

2 営業外費用 76,848

1 支払利息 54,656 1 企業債利息 54,656 公共下水道事業及び農業集落排水事業費長期債等利子

2 消費税及び 22,192 1 消費税及び 22,192

地方消費税 地方消費税

3 特別損失 32,216

4 過年度損益 600 1 過年度損益 600 使用料過年度還付金

修正損 修正損

5 その他特別 31,616 1 その他特別 31,616 前年度事業消費税、過年度下水道使用料貸倒引当金等

損失 損失

4 予備費 100

1 予備費 100 1 予備費 100

節

区分
款　項　目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説　　　　明
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２　資本的収入及び支出（税込）

収　入 （単位：千円）

金額

3 資本的収入 298,014 298,014

1 企業債 48,000 48,000

1 建設改良企 48,000 48,000 1 下水道事業 48,000 流域下水道事業、農業集落排水事業

業債 債

3 補助金 25,550 25,550

2 県補助金 22,350 22,350 1 県補助金 22,350 農業集落排水事業県費補助金

3 他会計補助 3,200 3,200 1 他会計補助 3,200 一般会計繰入金

金 金

4 負担金 224,361 224,361

1 他会計負担 222,955 222,955 1 他会計負担 222,955 一般会計繰入金

金 金

2 受益者負担 1,406 1,406 1 受益者負担 1,406 受益者負担金（一般家庭、事業所等）

金 金

5 分担金 103 103

1 受益者分担 103 103 1 受益者分担 103 区域外流入受益者負担金相当額等

金 金

節

区分
款　項　目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説　　　　明
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支　出 （単位：千円）

金額

4 資本的支出 462,241 462,241

1 建設改良費 110,887 110,887

1 管渠建設改 34,721 34,721 9 備消品費 100 消耗品費

良費

19 委託料 20,621 マンホールポンプ監視設備更新実施設計業務、

下水道管路用地測量調査業務

21 工事請負費 11,600 本管工事、取付管工事等

27 補償費 2,400 下水道用地附帯工作物等移転補償費

2 処理場建設 47,388 47,388 19 委託料 8,888 水処理センター耐水化実施設計業務

改良費

21 工事請負費 38,500 大堰地区水処理センター耐水化工事

3 流域下水道 26,778 26,778 25 負担金 26,778 筑後川中流右岸流域下水道事業建設負担金、流域

建設負担金 浄化センター建設環境整備負担金

4 固定資産購 2,000 2,000 1 土地購入費 2,000 下水道管路用地土地購入費

入費

2 借入金償還 351,354 351,354

金

1 建設改良企 351,354 351,354 1 下水道事業 351,354 公共下水道事業及び農業集落排水事業費長期債

業債償還金 債償還金 元金償還金

節

区分
款　項　目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説　　　　明
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